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認可外保育施設の水準 （調理室）

○ 認可外保育施設の給食（昼食）の状況を見ると、半数は自園調理を行っているが、２割は外部搬入、２割は弁当

持参となっており、認可外保育施設の半数は調理室を有していない可能性が高い。

（資料）厚生労働省「地域児童福祉事業等調査報告」（平成１８年）
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認可外保育施設全体 （６，６９４ヵ所）

認可外保育施設の水準（保育士比率）① （全体）
○ 認可外保育施設全体の保育従事者に占める保育士比率の割合は、平均的には約６割にとどまっている。

○ 施設別に見ると、保育士比率100％（全員保育士）という施設も多い一方、50％を下回る施設も１／４見られ、

認可外保育施設間の差が大きい。

保育従事者に占める保育士比率別にみた認可外保育施設割合

（資料）平成１８年地域児童福祉事業等調査報告を特別に集計したもの
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認可外保育施設の水準（保育士比率）② （施設種類別）
○ 施設種類別に見ると、事業所内保育施設は保育士100%である割合が高い。
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（資料）平成１８年地域児童福祉事業等調査報告を特別に集計したもの



63（資料）厚生労働省「地域児童福祉事業等調査報告」（平成１８年）
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認可外保育施設の利用料

○ 認可外保育施設の利用料をみると、企業からの補助等のある事業所内保育施設に比べ、他の類型の施設の

利用料が高い傾向にあるが、平均的におおむね約３～５万程度の水準となっている。
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（参考） 認可保育所の利用料

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳～６歳

１５．１万円 ４．３万円 ３．７万円

第１階層

第２階層
市町村民税
非課税世帯

第３階層
市町村民税
課税世帯

第４階層 ４０，０００円未満

第５階層
４０，０００円以上

１０３，０００円未満

第６階層
１０３，０００円以上
４１３，０００円未満

第７階層 ４１３，０００円以上

※　保育単価は平成２０年度の定員９０人、その他地域区分。
※　上記の費用徴収基準額より、各地域区分ごとの保育単価が下回る場合は、その保育単価を限度とする。

３０，０００円

４４，５００円

６１，０００円

９，０００円

１９，５００円 １６，５００円

２７，０００円

４１，５００円

５８，０００円

７７，０００円

８．９万円

第１階層を除き、前年分
の所得税課税世帯で
あって、その所得税の
額の区分が次の区分に
該当する世帯

第１階層及び第４～第７
階層を除き、前年度分
の市町村民税の額の区
分が次の区分に該当す
る世帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）
及び中国残留法人等の円滑な帰国の促進及び
永住帰国後の自立の支援に関する法律による支
援給付受給世帯

８０，０００円

０円 ０円

６，０００円

保育サービスに係る年齢別保育単価と費用徴収基準額

保育単価
 （月額）
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